
北陸地方整備局 配布日時 平成２１年６月２５日

記者発表資料 取 扱 本紙の配布を以て解禁

「第２回北陸圏広域地方計画協議会及び

第３回北陸地方戦略会議合同会議」の開催について

北陸圏広域地方計画（以下、「広域地方計画」という。）及び北陸ブロックの社会資本の重点整備方針（以

下、「重点整備方針」という。）の策定を進めるため、各県知事を始めとする関係機関の長が一堂に会し、

「第２回北陸圏広域地方計画協議会及び第３回北陸地方戦略会議合同会議」を行います。

広域地方計画は、北陸ブロックにおける国土づくりの方針と地域戦略を示すものであり、重点整備方針

は、その実現に必要な社会資本整備の方針を示すものです。両者は、今後の北陸ブロックを形成する上で

根幹となり、まさに車の両輪になって機能するものです。

本会議では、市町村からの提案等を踏まえ、これまで検討された計画内容を整理し、北陸圏広域地方計

画計画原案および北陸ブロックの社会資本の重点整備方針（素案）に関して幅広くご意見を頂く予定です。

記

１．開催日時 平成２１年６月２９日（月） １３：００ ～ １４：３０

２．開催場所 富山国際会議場 ２Ｆ 多目的会議室 （富山市大手町１番２号）

３．構成員 添付資料（別紙１－１、１－２）のとおり

４．議事内容
（１）「北陸圏広域地方計画 計画原案」について

（２）「北陸ブロックの社会資本の重点整備方針（素案）」について

◎ 添付資料

別紙１－１、１－２：構成員名簿

別紙２：「広域地方計画」と「地方ブロックの社会資本の重点整備方針」の関係

別紙３：「広域地方計画」、「地方ブロックの社会資本の重点整備方針」の策定スケジュール

※ この会議は、公開にて行われます。傍聴をご希望の方は、当日、会場にお越し下さい。なお、希望者多数の

場合は先着順とさせていただきます。

※ 報道関係者の撮影については、会議の冒頭のみ（北陸圏広域地方計画協議会長の挨拶まで）にてお願い

致します。

＜同時発表記者クラブ＞

新潟県政記者クラブ 新県政記者クラブ 富山県政記者クラブ 石川県政記者クラブ 福井県政記者クラブ

＜お問い合わせ先＞

《北陸圏広域地方計画協議会》について

北陸圏広域地方計画推進室

北陸地方整備局 企 画 部 広 域 計 画 課 飛田
ひ だ

・笹岡
ささおか

TEL 025-370-6687 (直通）

北陸地方整備局 建 政 部 計画・建設産業課 山田
や ま だ

・牧野
ま き の

TEL 025-370-6571 (直通）

北陸信越運輸局 企画観光部 交 通 企 画 課 鈴木
す ず き

・林
はやし

TEL 025-244-6118(直通)

《北陸地方戦略会議》について

北陸地方整備局 企 画 部 企 画 課 杉本
すぎもと

・万
まん

行
ぎょう

TEL 025-280-8834（直通）



別紙１－１
北陸圏広域地方計画協議会構成員名簿

役 職 氏 名
富山県 知 事 石 井 隆 一
石川県 知 事 谷 本 正 憲
福井県 知 事 西 川 一 誠
新潟県 知 事 泉 田 裕 彦
長野県 知 事 村 井 仁
岐阜県 知 事 古 田 肇
滋賀県 知 事 嘉 田 由 紀 子
京都府 知 事 山 田 啓 二
富山県市長会（富山市長） 会 長 森 雅 志
富山県町村会（朝日町長） 会 長 魚 津 龍 一
石川県市長会（金沢市長） 会 長 山 出 保
石川県町長会（津幡町長） 会 長 村 隆 一
福井県市長会（福井市長） 会 長 東 村 新 一
福井県町村会（池田町長） 会 長 杉 本 博 文

◎ 北陸経済連合会 会 長 新 木 富 士 雄
富山県商工会議所連合会 会 長 犬 島 伸 一 郎

○ 石川県商工会議所連合会 会 頭 深 山 彬
福井県商工会議所連合会 会 頭 川 田 達 男

警察庁 中部管区警察局 局 長 篠 原 渉
総務省 北陸総合通信局 局 長 福 本 謙 二
財務省 北陸財務局 局 長 大 森 通 伸
厚生労働省 東海北陸厚生局 局 長 麦 谷 眞 里
厚生労働省 近畿厚生局 局 長 松 本 義 幸
農林水産省 北陸農政局 局 長 内 村 重 昭
農林水産省 中部森林管理局 局 長 城 土 裕
農林水産省 近畿中国森林管理局 局 長 朝 比 奈 清
経済産業省 中部経済産業局 局 長 長 尾 尚 人
経済産業省 近畿経済産業局 局 長 平 工 奉 文
国土交通省 北陸地方整備局 局 長 吉 野 清 文
国土交通省 中部地方整備局 局 長 佐 藤 直 良
国土交通省 近畿地方整備局 局 長 木 下 誠 也
国土交通省 北陸信越運輸局 局 長 後 藤 靖 子
国土交通省 中部運輸局 局 長 中 田 徹
国土交通省 第八管区海上保安本部 本 部 長 瓜 生 晴 彦
国土交通省 第九管区海上保安本部 本 部 長 岩 男 雅 之
国土交通省 大阪航空局 局 長 片 平 和 夫
環境省 中部地方環境事務所 所 長 市 原 信 男

◎ … 会長
○ … 会長代理
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別紙１－２
北陸地方戦略会議構成員名簿

役 職 氏 名

富山県 知 事 石 井 隆 一

石川県 知 事 谷 本 正 憲

福井県 知 事 西 川 一 誠

新潟県 知 事 泉 田 裕 彦

新潟市 市 長 篠 田 昭

北陸経済連合会 会 長 新 木 富 士 雄

東北経済連合会 会 長 幕 田 圭 一

新潟県商工会議所連合会 会 頭 敦 井 榮 一

富山県商工会議所連合会 会 長 犬 島 伸 一 郎

石川県商工会議所連合会 会 頭 深 山 彬

福井県商工会議所連合会 会 頭 川 田 達 男

総務省 北陸総合通信局 局 長 福 本 謙 二

農林水産省 北陸農政局 局 長 内 村 重 昭

経済産業省 関東経済産業局 局 長 塚 本 修

国土交通省 北陸地方整備局 局 長 吉 野 清 文

国土交通省 北陸信越運輸局 局 長 後 藤 靖 子

国土交通省 第九管区海上保安本部 本 部 長 岩 男 雅 之

国土交通省 東京航空局 局 長 野 間 清 二

国土交通省 東京管区気象台 台 長 鉢 嶺 猛

所 属

地
方
支
分
部
局

地
方
公
共
団
体

経
済
界



『広域地方計画』と『地方ブロックの社会資本の重点整備方針』の関係

○ 『『広域地方計画広域地方計画』』は広域ブロックの将来像や地域戦略は広域ブロックの将来像や地域戦略等を、『『地方ブロックの社会資本の重点整備方地方ブロックの社会資本の重点整備方

針（地方重点方針）針（地方重点方針）』』はこの実現に向けた社会資本整備の具体的な方針はこの実現に向けた社会資本整備の具体的な方針を、 定めるもの。

○『『広域地方計画広域地方計画』』と『『地方重点方針地方重点方針』』は、まさに「車の両輪」となって機能するもの。

広域地方計画の８ブロックに北海道と沖縄を加えた全国
10ブロック

全国８ブロック対象地域

H20～24年度の５年間21世紀前半期を展望しつつ、今後概ね10年間計画期間

社会資本整備重点計画（閣議決定）国土形成計画法根拠法

各地方の特性に応じて社会資本を重点的、効率的かつ
効果的に整備し、適切に維持管理・更新していくため、広
域地方計画に示す地方ブロックの方向性や地域戦略の
実現に向け、地方ブロックの社会資本整備の具体的な方
針を示すもの。

新たな国土形成計画が目指す「多様な広域ブロック
が自立的に発展する国土の構築」の具体化を図るた
め、広域ブロックにおける国土の利用、整備及び保全
を推進するための総合的かつ基本的な計画として定
めるもの。

目的

○現状と課題

○目指すべき将来の姿

○社会資本の重点事項

◇地方重点目標

◇（重点目標の達成度を評価し、わかりやすく示すための）指標

◇（目標達成のための具体的な取組として地方を代表又は地域

を支える）主要事業・施策

○国土の形成に関する方針

○国土の形成に関する目標

○広域の見地から必要と認められる主要な施策

◇方針・目標の実現に必要なプロジェクト

計画に

盛込む

内容

（案）

道路、空港、港湾、下水道、河川等の社会資本整備事業国土の利用、整備及び保全に関する府省にまたがる
施策全般

計画の

対 象

地方重点方針

～地方ブロックの社会資本整備の具体的方針～

広域地方計画

～ブロックの国土形成に係る総合的・基本的計画～

【指標の例】
・汚水処理人口普及率

○○％（H19）→○○％（H24）
・床上浸水の恐れがある戸数

○万戸（H19）→○万戸(H24）
・特定道路のバリアフリー化率

○○％（H19）→○○％（H24）

※「産業の国際競争力強化プロジェクト」、「中山間地域等の活

性化プロジェクト」など、地域の実情に即した政策課題につい

てのソフト・ハード一体となった施策パッケージ

別紙２



『『広域地方計画広域地方計画』』 、、 『『地方ブロックの社会資本の重点整備方針地方ブロックの社会資本の重点整備方針』』の策定スケジュールの策定スケジュール

地方重点方針

～地方ブロックの社会資本整備の具体的方針～

広域地方計画

～ブロックの国土形成に係る総合的・基本的計画～

市町村提案募集
（４月１日～４月２８日）

４月１日

北陸地方戦略会議（予定）

地方重点方針の策定
（大臣決定）

第３回 北陸地方戦略会議

○車の両輪である 『広域地方計画』と『地方ブロックの社会資本の重点整備方針（地方重点方針）』につ

いては、平成２１年夏頃の計画決定に向け、双方の手続きの連携・一体化を十分にはかりつつ実施。

夏頃

広域地方計画協議会（予定）

市町村提案募集
（４月１日～４月２８日）

第２回 広域地方計画協議会

大 臣 決 定

手
続
き
の
連
携
・一
体
化

６月 ２９日

別紙３

パブリックコメント （6月11日～7月10日） パブリックコメント （6月11日～7月10日）６月 １１日


